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公民連携の提案窓口「生駒市協創対話窓口」 

取組のあらまし 

取 組 団 体 奈良県生駒市 

取 組 内 容 行政と民間が相互理解を進め互いの強みを掛け合わせて、地域課題解決につな

げるための公民連携提案窓口 

推 進 体 制 ２名（令和６年度） 

予 算 等 4,714 千円（令和５年度） 

6,336 千円（令和６年度）  

１  奈良県生駒市の概要 

人 口 11 万 7,332 人 令和６年１月１日現在（住民基本台帳人口） 

職 員 数 510 人 令和６年４月１日現在（一般行政部門） 

総 面 積 53.15 ㎢ 令和６年１月１日現在（国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」） 

図表 １ 奈良県生駒市の位置図 

 

出所：生駒市観光協会「生駒の散歩道」 
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２  取組の背景・目的 

(1)  生駒市における「協創」の考え方 

奈良県生駒市では、まちづくりにおいて「協創」をキーワードに位置付けている。同市が

策定する第６次生駒市総合計画では、まちづくりの基本的な考え方として「多様な主体との

協創」を明記している。また、同計画における「協創」を、多様な主体が緩やかにネットワ

ークを形成し、互いが共有できる価値や解決策を創造すること、と定義している。生駒市で

は、こうした考え方に基づき、地域福祉、防災、子育て支援、歴史・文化振興等のあらゆる

分野において協創を推進している。 

 

(2)  公民連携の提案窓口「生駒市協創対話窓口」の誕生 

「協創」のまちづくりを推進するなかで、民間事業者等との協創の取組を庁内で効率的に

推進するための枠組みとして、公民連携の提案窓口「生駒市協創対話窓口」（以下「協創対話

窓口」という。）は 2020 年３月に誕生した。協創対話窓口は、行政が有する信頼性や公共性、

地域ネットワーク等の強みと民間主体等が有する多様な資源や課題解決力、イノベーション

力といった強みを掛け合わせ、対話を通じて地域課題解決や新たな価値創造を試みる枠組み

である。生駒市「生駒市協創対話窓口運用ガイドライン」は、協創対話窓口の基本姿勢を、

①地域課題の解決を目的とする、②対話による官民の対等な関係作りを重視する、③参入機

会の公平性を確保する、④市の財政面以外の強みを提供する、としている。 

図表 2 協創対話窓口の概要 

 
出所：生駒市ホームページ「公民連携の提案窓口『生駒市協創対話窓口』」 
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３  取組内容 

(1)  ２種類の提案方法 

協創対話窓口が受け付ける提案方法はフリー型提案とテーマ型提案の２種類ある。2023 年

度の提案実績 26 件のうち、フリー型提案が 18 件、テーマ型提案が８件である。 

フリー型提案は、民間事業者等が生駒市との連携を希望する事業やアイデア等を、テーマ

を問わず自由に提案できるものである。過去には、保育士を対象とした研修サービスや、認

知症の要望予防啓発を目的とした電話とＡＩを活用した認知機能判定等の提案が民間事業者

等から寄せられ、実証実験を実施している。 

テーマ型提案は、生駒市が抱える特定の地域課題に関するテーマを示し、そのテーマに対

する連携事業の提案やアイデア等を民間事業者等から募集するものである。事業を担当する

部署が設定したテーマであり、自治会等の地域活動団体におけるデジタル活用や、テクノロ

ジー活用による不法投棄の防止といったデジタル化（ＤＸ）、新しい外装および内装材を用い

た学校施設の空間提案、孤独、孤立防止に向けた居場所づくりの福祉政策等、幅広いテーマ

を募集している。 

図表 2 テーマ型提案における募集中のテーマ一覧（2025 年１月 14 日時点） 

 

出所：生駒市ホームページ「公民連携の提案窓口「生駒市協創対話窓口」」を基に当機構作成 
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(2) 提案から実施までのフロー 

協創対話窓口に寄せられた民間主体等のアイデアは下記のア～エの流れを経て、連携事業

として実施される。 

 

ア  民間主体等による提案 

民間主体等の提案者は、生駒市ホームページの専用フォームに提案者情報（法人名、所

在地等）や提案内容（提案のタイトル、具体的な相談・提案内容等）、打ち合わせ希望日等

を記入し、提出する。なお、テーマ型提案の場合、市の担当部署が抱える特定の地域課題

を、協創対話窓口を通じてあらかじめテーマとして示したうえで募集する。 

 

イ  担当課との調整 

協創対話窓口担当課は、提案内容等を確認した上で、担当部署への提案内容の情報提

供や、担当部署との協議を進める。 

ウ  複数回の対話 

提案者と担当部署とが互いの強みや知見を活かした対話を重ねて、実現可能性の判断

やアイデアの事業化に向けた磨き上げを行う。また、初回対話においては協創対話窓口

担当課も同席し、その後も必要に応じて、対話が円滑に進むようにコーディネートする。 

エ  連携事業の実施 

提案者と担当部署によって連携事業を実施する。連携事業が動き始めたのちも、協創

対話窓口担当課は定期的な対話を重ね、事業成果や課題の把握に努める。 

図表 3 提案から実施までのフロー図 

 

出所：生駒市「生駒市協創対話窓口運用ガイドライン」p.6 
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(3) 公民連携のさらなる推進に向けた「協創ワークショップ」の開催 

生駒市は、民間事業者等と庁内職員等の行政が対等にアイデアを出し合い、協創関係を築

くために、庁内職員の経験蓄積を重要視している。そこで、公民連携のさらなる推進を目的

に「協創ワークショップ」を 2021 年度から毎年開催している。 

ワークショップを通じて、庁内職員の地域課題解決に資する市民目線の課題設定方法や、

民間事業者等とのビジョン共有及び対話スキルの習得を図っている。 

図表 4 協創ワークショップの様子 

 
出所：生駒市「生駒市協創対話レポート」p.2 

４  成果・課題 

(1)  取組の成果 

協創対話窓口は、2020 年３月の取組開始以来、提案数と事業化数、共に伸びており、令和

５年 12 月時点で延べ 64 件の提案が寄せられ、そのうち 23 件の事業を実施する等、大きな

成果を挙げている。  

協創対話窓口を利用した民間事業者からは、「協創対話窓口から他民間事業者との連携の

提案をいただき、思いもよらない形で公民連携を実現できた」、「担当職員の方に前向きにご

連携、ご協力いただけた」等の肯定的な声が寄せられている。 

人口縮減時代において、ますます民間ノウハウの活用等が求められる中で、効果的な公民

連携のあり方として本取組は示唆に富むものである。 

 

(2) 今後の課題 

現在、年間約 20 件の提案が寄せられており、そのうち約８割がフリー型提案である。年間

を通じて事業者提案を受けられる程度に協創対話窓口の取組が認知されてきたものといえる

が、庁内の担当課とマッチングし、実証実験等に至るのは全体の約３割にとどまっており、

事業化率を向上させることが重要な課題となっている。 

この課題に対する今後の展望としては、地域課題を踏まえて生駒市が提案する政策テーマ

への事業者提案が低調であることがその要因の一つであるものと推察されることから、庁内
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での聞き取りや課題の抽出を丁寧に行い、地域課題をより明確に提示していくことが重要と

考えられる。また、庁内研修を実施し、担当課が設定するテーマ型提案について、民間事業

者等とのマッチングが促進されるような環境整備が求められる。 

 

関連・参考資料 

生駒市「第６次総合計画」 

https://www.city.ikoma.lg.jp/cmsfiles/contents/0000012/12554/6_soukei.pdf 

生駒市「公民連携の提案窓口「生駒市協創対話窓口」」 

https://www.city.ikoma.lg.jp/0000020927.html 

生駒市「生駒市協創対話レポート」 

https://www.city.ikoma.lg.jp/cmsfiles/contents/0000020/20927/report.pdf 

生駒市「生駒市協創対話窓口運用ガイドライン」 

 https://www.city.ikoma.lg.jp/cmsfiles/contents/0000020/20927/gaido.pdf 

 


